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1980年代後半以降、世界中で地域統合の結

成が数多く見られ、これは 1958年のEEC結成

に触発された第 1次経済統合に続く、第 2次統

合と呼ばれる。2000年 5月１日現在 GATT/

WTOに通報された地域貿易協定は 214件に達

し、このうち発効中のものは 120件を数える。

こうした世界的な地域統合形成への趨勢の中

で、東アジアは世界有数の経済規模を有する国

が複数存在しているのにもかかわらず、FTAの

「空白地域」と見られていた。しかし 2001年

11月にASEANと中国が 2010年をめどにFTA

創設を発表したり、日本がシンガポールと２国

間FTAを締結、さらに「日本・ASEAN包括的

経済連携構想」を打ち上げるなど、同地域にも

FTA創設の動きがにわかに活発化している。い

ずれこうした構想は一つの FTAに収斂し、東

アジアに一大地域圏が出現する可能性が強い。

以下、それぞれの構想の特徴を見ると同時に可

能性の条件を探る。

「ASEAN＋中国」FTA構想

2000年 11月に開催されたASEAN首脳会議

で中国はASEANに「東アジア自由貿易圏」構

想を提案した。ASEANは直ちに「ASEAN＋3」

構想を逆提案した。この構想は 1年後の 2001

年 11月、ブルネイで開催されたASEAN首脳

会議で、ASEANと中国が 10年以内に自由貿

易地域（FTA）を創設するという形となって表

れた。ASEANと中国が 2010年をめどに FTA

創設に合意したのは、2010年がまずAFTAが

域内関税の完全撤廃を（ただし原加盟国 6カ

国）、さらに両者もメンバーであるAPECの域

内先進国が同年を域内で貿易・投資の自由化の

デッドラインとしており（1994年のボゴール

宣言）、これに合わせたからであろう。APEC

その他の加盟国は10年後の2020年に自由化を

実施することになっているから、先行して

APEC先進国が貿易・投資の自由化に踏み切る

ことで、ASEANと中国はともに自国の投資先と

しての魅力を高めることを目指している。

さらに、それぞれ次のような期待を抱いてい

る。まず、1人当たり平均所得水準はともに

800～ 900ドルであるが、人口規模が中国 13

億人、ASEAN5億人という巨大な市場を擁し

て、相互に貿易拡大のチャンスと見ていること。

第２は中国がASEAN諸国からの熱帯性農産物

の輸入で譲歩したこと。つまりこれをASEAN

諸国は熱帯性農産物輸出拡大の絶好のチャンス

ととらえた。第３は中国の著しい台頭で、

ASEANが中国「脅威論」から中国の成長の活

用することに一歩踏み出したこと。第４は、中

国が対ASEAN・FTA創設を提案したのは、日

本が農産物市場を開放するのは政治的に不可能

と見て東アジアにおいてイニシアチブを発揮で

きないと判断し、正式にWTOに加盟した中国

がまず地域 FTAに参加し、特に東アジア地域
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において自国の影響力を強化するとともに世界

的にも一層のプレゼンスを高めることを狙って

いること。この一環として中国は香港、マカオ

との FTA創設はもとより、これに台湾の参加

を検討しているという。

目標とスケジュールがセットされれば、次に

必要なのは手順でありツールである。特に関税

引き下げのツールは、AFTAが域内関税率低下

のために用いてきたCEPT（共通実効特恵関税）

および関税引き下げプログラムを援用すること

になっている（注1）。

ASEANと中国間の貿易構造

ところでASEANと中国との間の貿易はどの

ようになっているのか。最近の動向と変化は次

の通りである（注 2）。① 1991年から 2000年に

かけて中国のASEAN向け輸出は4.2倍に（173

億ドル）、ASEANからの輸入では 5.8倍に

（222億ドル）増加した。中国の貿易に占める

シェアは輸出で 5.7％から 6.9％に、輸入で

6.0％から9.9％に上昇した。②ASEANの総輸

出入に占める中国の割合は各々 2 . 2％から

3.1％へ、1.9％から 5.2％へと、ともに高まっ

た。③ASEANの中国向け財輸出構造の変化を

見ると、1993年には燃料や木材、油脂が 60％

以上を占めていたが、99年にはコンピュー

タ・機械、電気機械が 40％近くを占めに至る。

一方、ASEANの中国からの輸入では電気機械

とコンピュータ・機械が一段と比重を高め、93

年の 20.8%から 99年には 46.6％となり、両者

の間での貿易は急速に水平分業に移行しつつあ

る。これは両者とも経済の工業化が着実に進展

していることを示しているものであるが、

ASEANの中国向け一次産品（燃料、木材、油

脂）輸出額の規模自体は 28.7億ドルから 21.2

億ドルへと縮小している。それだからこそ一次

産品輸出拡大を目指すASEANは一次産品取引

で中国の譲歩を引き出し、対中国 FTAの締結

を決断したのであろう。④直接投資では、

ASEANの対内直接投資に占める中国のシェア

はわずか 0.92％（1億 3580万ドル、1999年）、

いっぽう中国の対内直接投資に占めるASEAN

（４）の比重は1.6％（6.6億ドル、2000年、実

行ベース）で、相互投資はいずれにとっても極

めて小さい。

低い域内貿易比率と高い対外貿易依存度

地域統合において、域外貿易比率と対外貿易

依存度がともに低いほど、域外からのショック

は吸収され、いわゆる強靭さを発揮する。しか

しASEANと中国の地域統合では、域内貿易比

率は輸出 7.2％、輸入 8.7％（2000年）と極め

て低く、いっぽう対外貿易依存度は輸出

33.5％、輸入28.0％と高い。これはASEANの

それが各々 61.8％、46.5％という高さを反映

しているからである（世界平均は 18.4％、発

展途上国はいずれも 25～ 26％、1998年）。こ

の指標から見ると「ASEAN＋中国」FTAは強

靭性にはほど遠い地域統合体であると推定され

る。特にASEANはAFTAを結成しているのに

もかかわらず、2001年後半から始まった米国

の IT不況の直撃を受けて米国向け輸出が大き

く落ち込み、経済成長は大幅減速を余儀なくさ

れた。これはASEANの域内輸出比率が22.3％

（シンガポールを含む）と、一国ベースでは域

外最大輸出先である米国向けシェア 19.4％と

比べて大きな差がないためである。しかし中国

の米国向け輸出は、鈍化はしたものの、これに

より韓国、台湾、マレーシア、タイ、フィリピ

ンのように輸出が前年割れとなることはなかっ
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た。これもASEANが中国とFTA創設に合意し

た大きな理由のひとつになったことは間違いな

いであろう。「ASEAN＋中国」FTAは域内貿

易比率が低いのにもかかわらず、数字で見る以上

に外部からのショックに強くなるかもしれない。

ASEANが中国とFTA創設に合意した背景に

はもうひとつの理由があると推定される。それ

は両者とも世界的な自由貿易体制に向けて準備

を進めようとしていることである。影響の浸透

が収斂するであろうとみられる 10年間という

期間もさることながら、ASEANと中国とも貿

易に占める双方の比重が大きくなく、さらに先

進国とは異なるいわゆる「均質的統合」ないし

「水平的統合」であるものの、発展途上国同士

である。つまりそうした統合の特質を有する両

者だからこそ相互に格好の対象として、刻々と

迫り来る世界経済のグローバル化に備えて時間

をかけてノウハウの習熟を目指そうとしている

ということである。中国が目指す香港、マカオ

との FTA構想は中国にとって格好の学習の舞

台となろう。

日本の対応

日本は「ASEAN＋中国」FTAに参加してい

ない。しかし、日本は、2002年１月に小泉純

一郎首相がASEAN諸国を歴訪した際、シンガ

ポールで「日本・シンガポール経済連携協定」

を調印するとともに「日本・ASEAN包括的経

済連携構想」を提案した。これは、これまで自

由・無差別・多角を目指してきた日本の対外通

商政策の転換点を画するものとなろう。つまり

日本は従来から多国間主義を貫いてきたが、こ

こにきて地域主義に転じたということである。

最初の具体策が対シンガポールFTAの締結で、

これは日本初であり、シンガポールにとっては

ニュージーランド（NZ）に次ぐ 2つ目の２国

間ＦＴＡの締結である。また同協定はアジア初

の２国間FTAでもある。

日本の対シンガポール輸入額の 94％が無税

化され、シンガポールの日本からの輸入は

100％無税化が完成した。しかし、日本側は

2,000品目に近い農産物とエチレンを無税化の

対象から排除した。シンガポールは事実上第一

次産業を持たず、輸出農産品がほとんどないの

にもかかわらず、日本が初の２国間 FTAの相

手であるシンガポールに対して農産物の無税化

を排除したということは、日本は農産物国内市

場をこれからも開放する意志がないことを世界

に公言したものであるといっても過言ではな

い。これでは農産物輸出を目指して日本と２国

間 FTA交渉を行っている、あるいは目指そう

とする諸国（韓国、メキシコ、チリ、ブラジル

など）のやる気を殺ぐのは必定である。

もっともGATT/WTO規定に違反しているわ

けではない。日本の対シンガポール FTAの輸

入において金額ベースで 94％が無税化されて

おり、これは実質的に大部分（substantially all）

をカバーしていると見なし得ることでGATT24

条をクリアすることができるからである。しか

し先に指摘したように、農産物を全て除外した

数字合わせでは仮想自由化（virtually all）でし

かない。

小泉純一郎首相の「日本・ASEAN包括的経

済連携構想」は、1977年に福田赳夫元首相が

ASEANを歴訪した時に発表した、日本は２度

と軍事大国にならないこと、および相互信頼を

謳った「福田ドクトリン」に次ぐアジア政策の

表明である。その究極的目標は率直なパートナ

ーであり、共に歩み共に前進する（act together,

advance together）コミュニティーの構築であり、
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その実現の具体策が「日本・ASEAN包括的経

済連携構想」であり、もうひとつが「東アジア

開発イニシアチブ」である。しかし、中国が東

南アジアで影響力を強める中で日本はどのよう

にかかわるのか、さらにシンガポールと締結し

た２国間 FTAとはどう関連するのかが全く浮

かびあがってこない。「ASEAN＋中国」FTAと

比較するとその特異性が一層浮き彫りになる。

①訪問したASEAN諸国が最も知りたがって

いた「ASEAN＋中国」FTAに対する言及が全

くない。②したがって自ら締結した対シンガポ

ール FTAへの言及はもとより、それに関連し

ての位置づけがない。③前項２つに関連して、

「東アジア共同体コミュニティー」形成にタイ

ムフレームが設定されていない。もっともその

後「日本・ASEAN包括的経済連携構想」を話

し合った日本とASEAN専門家会合がバンコッ

クで開催され、2010年ごろまでに「ASEAN＋

日本」FTA締結を目指すという。いずれ「日

本・ASEAN包括的経済連携構想」は先行して

スタートした「ASEAN＋中国」FTAに収斂し

ていくであろう。そこで次にその構造と特徴を

分析してみよう。

日本参加の「東アジア自由貿易圏」の構造

第２次経済統合の特徴を EEC発足時の第１

次のそれと比較すると、いくつかの大きな違い

がある。第 1は経済統合による経済成長の加速

を必ずしも重視していないことである。２つ目

は域内貿易比率が高まることによる世界貿易に

対する縮小懸念が全くないことである。第３の

特徴は次の３つである。①不均質（先進国と発

展途上国の統合）。②旧EEC、米国と日本の３

極が参加。旧 EECが発足したとき米国は独自

の経済圏創設の関心を持っていなかった。日本

は当時NICsの一員としか見られなかった。③

版図の拡大。旧EECはEUと変わり、旧東欧で

加盟国を増やそうとしている。米国はNAFTA

を中核に、さらに北極圏から南米最南端フェゴ

島までを含むFTAAの結成を目指す。東アジア

では日本を中核に事実上経済統合ができてお

り、周辺国をインボルブしつつある（注 3）。そ

れでは第３次地域統合の真の狙いはどこにある

のであろうか。それは世界経済のグローバル化

が進む中で、外からの影響を極小化するため、

一国単位でなく地域単位で対応しようという姿

勢である。東アジアではそれを経済的強靭性

（economic resilience）の強化という。これこそ

が第２次地域統合が目指す最も重要な動機であ

るといっても過言でない。だからこそ世界で

120件も数える地域協定が網の目のように張り

巡らされているのである。

地域単位で域外からのショックを和らげる緩

衝力の強さ、つまり地域的強靭性は域内貿易比

率と対外依存度の大きさが基準になろう。この

点から見ると先に指摘したように、域内輸出比

率が低く対外貿易依存度の高い「ASEAN＋中

国」FTAは脆弱性を基本的に内在しているとい

えよう。これは「日本＋ASEAN」FTAでも同

じである。その域内輸出入比率は 14 .3％、

19.0％であり、対外輸出入依存度は 19.7％、

11.1％である。日本を含む「ASEAN＋ 3」で

は、域内貿易比率は輸出40.2%、輸入49.4%と

一挙に高まる。一方対外依存度では、輸出は

18.0%、輸入は 15.0%へと劇的に低下する。こ

れに豪州とNZを含めた「東アジア共同体」で

は、域内輸出比率は 58.0％、域内輸入比率は

59.1%へいずれも高まる。対外依存度は輸出

19.2％、輸入18.8％となる（いずれも2000年）。

これは「ASEAN＋3」にさらに豪州とNZが参
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加すれば、対外ショックにより頑健になるとい

うことを含意している。「日本・ASEAN包括

的経済連携構想」は先に指摘したように、

「ASEAN＋中国」FTAへの日本の参加につい

て直接的言及をしていないが、小泉首相は「今

までの積み重ねを大事にしながら、幅広い分野

で協力していく実績をつくるべきだ」と語った。

これはいずれ「ASEAN＋ 3」への日本の参加

の可能性を示唆したものであろう。

しかし日本はどのような状況で参加するので

あろうか。最も可能性が高いのはASEANだけ

では中国に対抗できなくなったときである。既

にASEAN内部にそうした意見があるという。
（注 4）これに呼応して日本とASEANは 2010年

を目標に「日本＋ASEAN」FTA創設の専門家

会合を発足させた。そのベースとして「日本と

シンガポールが先に調印した協定を想定してい

る」（注 5）という。経済的ダイナミズムを急速

に喪失しつつある日本は、潜在成長力を有し経

済的相互依存関係を深めつつある東アジアに参

加する以外に選択肢はなく、その際日本は重大

な決断を迫られよう。それは農産物輸入自由化

である。中国はASEANからの熱帯性農産物輸

入で譲歩した。一方、日本は事実上中国だけが

対象となったセーフガードを発動した。また対

シンガポール FTAでは農産物自由化を排除し

た。こうした状況の中で、日本が農産物輸入自

由化を排除して「ASEAN＋中国」FTAに参加

できるわけがないからである。

もうひとつ日本の決断を促す事態が発生する

かもしれない。それは先に指摘したように、中

国が呼びかけている対香港、対マカオ 2国間

F T A が締結されたとき、韓国がそれか

「ASEAN＋中国」FTAに呼応する可能性が強

まる。こうした事態となる前に日本は

「ASEAN＋ 3」の構想を提示するべきである。

現在進行中の東アジアの状況下では、日本に

「ASEAN＋3」不参加の選択肢はない。

経済的強靭性は、地域単位では域内貿易比率

の高さに最も象徴される。そうした観点から東

アジア（日本/NIES/ASEAN/中国）の域内貿易

比率をEUやNAFTAと比較すると（表１）、以

下のような特徴を見ることができる（注6）。

①東アジア域内輸出比率は全商品ベースで

46.5%と３者の中で最も低い。しかも集約度

（資本、技術）が高まるほど、つまり機械機器

のうちでは一般機械（42.4%）、さらに IT関連

財では完成品（37.9%）の域内輸出比率が低く

なり、同じ商品カテゴリーで他の地域に比べて

いずれも低い。②ＥＵの域内輸出比率は商品カ

テゴリーのどのレベルを見ても大きな凹凸が見

られない。③NAFTAの域内輸出比率も東アジ

アのそれとやや似た傾向を見せるが、東アジア

よりも高い。④域内輸入比率は東アジアでは集

約度が高くなるほど高くなる。米国を中心とす

るNAFTAは逆に集約度が高くなるほど低下す

る傾向が見られる。

域内輸出比率が低いということは当然、域外

輸出が高いということである。一国ベースで最

大の輸出先は米国である。米国にとって最大の

輸入先は東アジアである。分析を続けよう。表

２は日本を除く東アジア各グループの財別米国

米国 IT不況と東アジア経済
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向け輸出シェアを見たもので、1998年から

2000年の東アジアの金額ベースでの平均対米

輸出シェアは 21.6％から 25.8%に上昇した。

これはNIESのシェアが 21.7%から 28.0%に急

増したことによるものである。日本のシェアは

30.5%からわずかに低下したものの29.7%とど

まった。財別に見ると集約度（資本、技術）が

高まるほど、両者共通に、米国向けシェアが高

まる傾向を見せている。これに対して、ＥＵの

対米輸出シェアは、一般機械の 11.0%を除き、

いずれの商品レベルでも一桁台である。

東アジア諸国・グループの米国向け輸出の財

別構成を見たのが表３で、これより次の特徴を

指摘し得る。①中国を除く各グループとも対米

輸出の半分以上が機械である。特に日本の比率

が高いが、これは自動車を含むためで、これを

除くと49.3%と他に比べて若干下回る程度とな

る（他のグループや国では米国向け自動車輸出

73.058.067.837.971.349.963.542.4東アジア
47.653.357.658.853.156.561.456.7EU
38.941.738.749.838.845.438.044.8NAFTA
輸入輸出輸入輸出輸入輸出輸入輸出

（部品）（完成品）（IT 計）一般機械
72.453.645.039.065.143.456.046.5東アジア
57.758.360.056.564.058.563.361.1EU
45.855.342.548.944.754.541.855.7NAFTA
輸入輸出輸入輸出輸入輸出輸入輸出

電気機器機械機器工業品全商品

表１　域内貿易比率（2000年）
（単位：％）

（注）①東アジアは日本を含む、②機械機器は自動車を含まず。

9.59.36.96.8EU
22.526.333.537.7ASEAN
22.527.026.627.2NIES
12.815.931.630.6中国
21.525.928.629.8東アジア
21.024.641.041.7日本
2000年1998年2000年1998年

（部品）（完成品）
8.07.811.611.56.86.310.49.79.27.5EU
25.630.123.943.724.328.823.727.820.322.2ASEAN
24.227.127.130.520.721.823.324.028.021.7NIES
22.323.425.927.520.721.822.323.320.920.7中国
24.327.526.232.121.624.723.326.125.821.6東アジア
29.332.330.434.126.026.032.732.929.730.5日本
2000年1998年2000年1998年2000年1998年2000年1998年2000年1998年

（IT）（一般）（電気）機械総輸出

表２　東アジアの対米輸出構造
（単位：％）

（注）機械は自動車を含む。
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はほとんど皆無である）。②東アジア諸国（除

く日本）の米国向け輸出の電気機械と一般機械

の大半（＝ 28.1%＋ 21.3%＝ 49.4%）は IT関

連財（42.2％）とみなしてよい。東アジアの米

国向け輸出の IT比率は対世界輸出 IT比率の

36.7%を上回る（NIESとASEANは 41%で中

国は 20.3%である）。日本を除く東アジアの機

械輸出に占める ITの割合は実に 72.6%にも達

する。③表３は米国から見ると東アジア諸国か

らの輸入の財別構成であるが、米国の総輸入か

ら位置づけてみたのが表４である。これより、

①米国の総輸入に占める東アジアのシェアは 3

分の1（32.3%）と極めて高く、NAFTAからの

輸入シェア（31%）を上回り、東アジアは最大

の輸入先である。②集約度が高いほど、東アジ

アへの依存度が高い。IT部品の対東アジア輸

入シェアは実に 67.0%にも達する。IT全体の

総輸入でも東アジアは 3分の 2（62.8%）も占

める。

2000年の東アジアの域内輸出比率は表１で

見た通りであるが、85年時点の 33.8%と比べ

ると上昇している。これは 1985年以降、特に

日本が大量かつ継続的に製造業の生産拠点をシ

フトさせ、域内で生産工程間あるいは製品差別

化分業が進展したからである。これこそが国際

分業であるが、一般機械や IT関連財の完成品

に代表されるように最終製品の主要輸出先は米

国を中心とする域外先進国である。この構造は

一貫して変わっていない。こうした米国と東ア

ジアの間の IT関連財貿易構造を通して、米国

IT不況が東アジアを直撃したのである。東ア

ジアで台湾とシンガポール、さらに香港が

2000年の経済成長率のマイナスを余儀なくさ

れたのは、そうした構造によるものである。

これまで東アジアにおいて、1980年代中葉

以降G 5を契機に、日本企業の大量かつ継続的

な生産拠点のシフトによって、本社企業をハブ、

進出先子会社と域内第三国の同一傘下企業をス

11.112.19.611.8EU
67.067.659.362.8合計
16.215.48.610.6ASEAN
32.132.724.823.9NIES
2.92.66.55.2中国
51.250.839.939.8東アジア
15.816.819.423.0日本
2000年1998年2000年1998年

（部品）（完成品）
10.311.923.527.39.811.218.621.317.319.5EU
62.865.148.047.652.854.743.443.132.334.8合計
12.113.06.35.710.212.15.45.64.55.0ASEAN
28.228.320.019.421.421.415.114.411.812.6NIES
4.84.04.03.05.04.43.42.84.34.2中国
45.145.230.328.136.637.923.922.820.621.8東アジア
12.719.917.719.516.316.819.620.311.713.0日本
2000年1998年2000年1998年2000年1998年2000年1998年2000年1998年

（IT）（一般）（電気）機械総輸入

表３　米国の総輸入に占める東アジアのシェア
（単位：％）
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ポークとし、さらに進出先地場企業をインボル

ブして、国際生産ネットワークと、これと表裏

一体に投入産出構造の国際的展開という 2つの

構造を東アジア全域に構築し、これがインフラ

ストラクチャーとなって同地域の事実上の統合

化（de facto integration）をもたらした（注 7）。

しかし今や IT関連財輸出構造の急速な変化に

より、東アジア統合化に向けたベクトルが反転

し、今度はむしろ解体（dis-integrate）に向け

た動きを強めて行くのではないだろうか。つま

り、事実上東アジア経済の統合化と高度化をも

たらした要因そのものが ―― IT関連財の対米

輸出シェアの上昇 ―― 今度は一転して内部か

ら、同地域の統合構造を崩壊させるように作用

するということである。これは要素集約度が高

まる財ほど、東アジア輸出の域外依存度が高ま

り、世界最大の経済大国かつ域外最大の輸出先

である米国の影響を受ける経済・貿易構造を形

成してしまったからである。

既に見たように、東アジアにおいて一大FTA

形成に向けて様々な動きが見られる。一方、同

地域の貿易構造は上記のように IT関連財の米

国向け輸出を中心に域外への依存度を強めてい

る。この東アジアで進行している貿易構造の実

態的変化を踏まえて、東アジアは協定による一

つの FTA実現に向けてどのように対処してい

くのであろうか。

（注）1.  Forging Closer ASEAN-China Economic

Relations in the twenty-first Century, A report

submitted by the ASEAN-China Expert Group

on the Economic Cooperation, Oct., 2001 pp.32-

33.  6カ国以外のASEAN諸国の関税引き下げ

実施時期を遅らせる。

2.  Ibid., pp.9-10.

3.  青木健『アジア太平洋経済圏の生成』中央経

済社、1992年。

4.  産経新聞2002年１月31日付朝刊。

5.  日本経済新聞2002年１月30日付朝刊。

6.  IT関連財の定義は『世界と日本の貿易 2001』

9ページ。本稿での IT貿易関連の分析はそれ

にもとづき JETRO計量分析チームが作成した

「IT財の世界貿易マトリックス」MOの提供を

受け、それを活用した。

7.  青木健「東アジアにおける投入産出構造の国

際的展開」、青木健・馬田啓一編著『検証/グ

ローバリゼーション』文眞堂2001年第２章。

11.411.820.323.69.08.452.756.0100100EU
51.849.720.421.335.735.258.856.9100100ASEAN
46.043.224.625.828.825.062.858.6100100NIES
21.618.213.112.118.315.538.634.6100100中国
42.239.921.321.628.125.556.953.6100100東アジア
29.129.421.525.021.918.982.380.1100100日本
2000年1998年2000年1998年2000年1998年2000年1998年2000年1998年

（IT）（一般）（電気）機械総輸出

表４　東アジア諸国の対米輸出構造
（単位：％）

（注）米国から見れば東アジア、ＥＵからの財別輸入構造でもある。




